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用  語 用語の解説または使用法 
企 業 会 計 制 度 
会計基準その他の慣習的な会計規範および法令にもとづく会計規定によっ
て成立する社会的な仕組みとしての会計システムをいう。 
発 行 金 融 商 品 
企業の財務活動のもとで発行される金融商品をいう。支払手形や買掛金な
どの営業債務および引当金などのいわゆる非金融負債は含まない。 






利 益 帰 属 
配当や利息の受取りをつうじて，また発行金融商品の取得・保有・決済を
つうじて企業価値の分配に与ることができる地位をいう。 















払 込 資 本 
株式の発行に際して，株主（または株主になろうとする者）から発行企業
に払い込まれた資金額をいう。 
拠 出 資 本 
（株主に限定されないで）利益帰属者たる発行金融商品の保有者から発行
企業に拠出された資金額をいう。 
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その後，1970 年代後半から 1980 年代にかけて，米国財務会計基準審議会（Financial 














本の概念を積極的に定める考え方が FASB によって改めて検討されるようになる。2006 年
以降では，貸借対照表の貸方において，優先株式や株式オプションなどの特定の発行金融
商品をどの貸方区分に分類するかという当時の会計基準がかかえる課題をふまえたうえで，




的に定める考え方が重視されていた7。また，IASB と FASB の共同による概念フレームワ
                                                        
6 資産負債中心観とも呼ばれる。 
7 もっとも，FASB 予備的見解（2007）で支持されたアプローチは棄却され，その後，代替案が
検討されるものの審議が中断されるに至る。2013 年 7 月に IASB から討議資料『財務報告に
関する概念フレームワークの見直し』が公表されたが，そこでは，資本を資産と負債の差額
「equity」として捉える考え方が改めて支持されている（IASB 2013, para. 5.2）。2018 年 5 月に
4 
ーク・プロジェクトの成果物である IASB 概念フレームワーク『財務報告の目的』（2010a），
FASB 概念書第 8 号『財務報告のための概念フレームワーク 第 1 章 一般目的財務報告の









（European Financial Reporting Advisory Group，以下 EFRAG）から，討議資料『請求権の分





資本の定義の困難性を示唆するものである。その後，IASB は，2018 年 6 月に討議資料『資
本の特徴を有する金融商品』（2018b）を公表し，実務的な課題としてあげられているいく
つかの発行金融商品の取扱いについてさしあたりの解決策を提案している9。 
                                                                                                                                                                  
公表された改訂版の IASB 概念フレームワークでも，「equity」が差額概念であることが明示さ
れている。 
8 山田（2012）は，財務報告の目的と報告企業に関する IASB および FASB による一連の公表
物をふまえて，また Moonitz と Vatter の学説を取り上げて，報告企業の観点（エンティティの
観点）を，資本や利益を誰の立場から定めるかといった問題に関連させて検討している（pp. 11–
24）。また，岩崎（2011）は，IASB および FASB によって提案された報告企業の考え方を，①
会計目的，②会計対象，③利益計算を行う立場（会計主体）といった 3 つの視点から検討して
いる（p. 81）。なお，エンティティの観点に対する解釈の問題については，その提唱者として
知られる Paton の所説にもとづいて第 2 章で検討する。 




































                                                                                                                                                                  
100–101）。 
















































る際の要件として用いられる「fixed for fixed condition」13をあげることができる。 
討議資料などの検討段階の公表物で確認することができ，また，現行の国際会計基準に
おいて暗黙的に用いられている「fixed for fixed condition」の存在は，概念フレームワーク
の資本の範囲が非負債項目で構成されていることの問題点に対して，個別の会計基準を介
して追加的に対応しているということの証左を示していると思われる。概念フレームワー
クにおける負債の定義を満たしていなくても，「fixed for fixed condition」を満たさない発行









12 正式には，「International Financial Reporting Standards」で国際財務報告基準と訳出されるが，
本研究では，一般的な呼称としての「国際会計基準」を用いる。 





式プットオプションについても現物で決済される場合には，「fixed for fixed condition」を満た
すため資本項目として扱われる。「fixed for fixed condition」が満たされる状況とは，所定の契
約にもとづいて対価と固定数の株式が交換されることを意味するものであり，一種の資本取引
が生じているものとして扱われていると思われる。なお，従来は，「fixed for fixed principle」




























他方，IASB 概念フレームワークおよび FASB 概念フレームワークと異なり，資産と負債
の差額概念の内訳で，資本の概念を積極的に定める方法も存在する。この方法を用いてい
るのは，日本の企業会計基準委員会（Accounting Standards Board of Japan，以下 ASBJ）が
2006 年に公表した討議資料『財務会計の概念フレームワーク』（以下，ASBJ 討議資料（2006a）
とする）である。これは，日本における概念フレームワークである。ASBJ 討議資料（2006a）







































第 1 の目的 
貸方区分モデルの抽出 
第 3 の目的 資本と利益に関する追加的な情報 
の提供についての検討 
第 2 の目的 
貸方区分モデルの選択 






















                                                        
15 ここでは，認識や測定に関する細かな争点を取り上げることはせず，ベンチマークとして名
目資本や取得原価を想定することを意味している。 
































































































-2で示すような 5 つの利益帰属者（資金提供者グループ）と彼らの持分から構成される 5
つの資本の概念を想定する21。  











図表 序-2 利益帰属者と資本の概念 
発行金融商品の種類 利 益 帰 属 者 資 本 の 概 念 
    
普 通 株 式 普 通 株 主 普 通 株 主 の 持 分 









株 主 と 
コールオプション保有者 





株 主 と 
株式オプション保有者 
株 主 の 持 分 と 
株式オプション保有者の持分 
す べ て の 発 行 金 融 商 品 
（株式・株式オプション・社債） 






















































































































第 2節 研究の構成と概要 
1 研究の構成 
































図表 序-3 本研究の構成 
第 1 章 
資本と利益の計算構造をめぐる基礎理論 
第 2 章 
企業観と資本 
第 3 章 
概念フレームワークにおける資本 
第 4 章 
会社法の資本制度と分配規制 




第 6 章 
貸方区分モデルの抽出 
第 7 章 
貸方区分モデルにおける 
株式オプションの会計処理 
第 9 章 
貸方区分モデルの選択 
第Ⅲ部 貸借対照表の貸方区分モデル 
第 8 章 
現行の企業会計における貸方区分 
の考え方と株式オプションの会計処理 

























































































































































第 1章 資本と利益の計算構造をめぐる基礎理論 
 



















金融商品の分類のもとで成立する利益の計算構造を確認する。第 5 節においては，第 2 節，
第 3 節および第 4 節で確認した資本の測定尺度，資産の測定属性，および利益帰属者とい
った要素が，利益の計算構造を成立させて明確化させる基礎的な要素であることを指摘す
る。第 6 節では，それら 3 つの要素の組合せによって成立する多様な計算構造の可能性を
確認する。第 7 節では，本章を総括する。  
 




























第 1 および第 2 の維持すべき資本については，いずれも資本が貨幣として捉えられるこ
とから，両者はしばしばひとまとめに貨幣資本と呼ばれている。これに対して，第 3 の維
持すべき資本は，資本を具体的な物財として捉えるものであり，貨幣資本と対照して物的



















期首において 1,000 万円の資金調達を行い，その全額を用いて商品 1,000 万円（1,000 個，
＠10,000 円）を取得したとする。ついで，期中において，商品 1,050 万円（700 個，売価＠
15,000 円，原価＠10,000 円）を売り渡して貨幣性資産を取得したとする。期首，期中，お
よび期末における一般物価水準の指数はそれぞれ 100，103，および 105 であったとする。
会計期間において，いわゆる資本取引は行われていない。期中と期末における商品の再調
達原価は，それぞれ＠10,500 円と＠11,000 円であったとする。 
 
設例 1-1の概要  
財務活動 
期首 資金調達（普通株式発行） 1,000 万円 
営業活動 
期首 仕入 1,000 万円（商品 1,000 個，＠10,000 円） 

































における購買力修正が加えられた実質的な貨幣 1,050 万円（1,000 万円×105/100）で測定
できる。また，期末における資産の内容は，貨幣性資産 1,050 万円と購買力の修正を加え








 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 名 目 資 本 1,000 
商 品 300 当 期 利 益 350 
  1,350  1,350 
 
損益計算書 （単位：万円） 
売上高  1,050 
売上原価  △700 
当期利益  350 
 




















期首における資産の内容は商品 1,000 万円である。これを物量換算した商品 1,000 個を，
維持すべき資本としての実体資本とみなすことができる。ただし，期末の商品は在庫分 300
個のみであり，実体資本としての商品 1,000 個には 700 個不足している。ここで，給付能
力の維持という観点から，不足分の 700 個を期末の再調達原価＠11,000 円で再び取得する
ことを仮定すれば，実体資本として商品 1,000 個が維持されることになる。すなわち，実












売上高  1,070 
売上原価  △735 
購買力損失  △20 




購買力損失 20：貨幣性資産 1,050×（105/103－1） 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 実 質 資 本 1,050 
商 品 315 当 期 利 益 315 
  1,365  1,365 
 
商品 315：在庫分 300×105/100 
実質資本 1,050：期首資本 1,000×105/100 
 































                                                                                                                                                                  
め，資本修正繰入を計上する方法を採用する。 
7 森田（1979）によれば，実体資本維持のもとでの利益は，期末時点に給付能力が維持された
結果，期末時点の企業に存在する貨幣量として捉えられるとしている（pp. 24 and 79–80）。 
損益計算書 （単位：万円） 
売上高  1,050 
売上原価  △700 
資本修正繰入  △70 
当期利益  280 
 
資本修正繰入 70：売却商品 700 個×（再調達原
価＠11,000－取得原価＠10,000） 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 実 体 資 本 1,070 
商 品 300 当 期 利 益 280 
  1,350  1,350 
 
実体資本 1,070：在庫分 300＋再調達分 770 




















名目貨幣 ① ② 
実質貨幣 ③ ④ 
















設例 1-1の概要（再掲）  
財務活動 
期首 資金調達（普通株式発行） 1,000 万円 
営業活動 
期首 仕入 1,000 万円（商品 1,000 個，＠10,000 円） 




























売上高  1,050 
売上原価  △735 
保有利得  65 
当期利益  380 
 
売上原価 735：売却商品 700 個×期中再調達原価
＠10,500 
当期利益 380 の内訳 





 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 名 目 資 本 1,000 
商 品 330 当 期 利 益 380 
  1,380  1,380 
 
商品 330：在庫分 300 個×期末再調達原価＠11,000 




















                                                        
9 資産の測定属性に現在価値を用いて，利益を操業活動と保有活動にもとづいて分解する考え
方を示した研究業績としては，Edwards and Bell（1961）があげられる。 
損益計算書 （単位：万円） 
売上高  1,050 
売上原価  △700 
当期利益  350 
 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 名 目 資 本 1,000 
商 品 300 当 期 利 益 350 



































売上高  1,070 
売上原価  △735 
購買力損失  △20 




購買力損失 20：貨幣性資産 1,050×（105/103－1） 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 実 質 資 本 1,050 
商 品 315 当 期 利 益 315 
  1,365  1,365 
 
商品 315：在庫分 300 万円×105/100 




売上高  1,070 
売上原価  △749 
保有利得  29 
購買力損失  △20 















 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 実 質 資 本 1,050 
商 品 330 当 期 利 益 330 
  1,380  1,380 
 
商品 330：在庫分 300 個×再調達原価＠11,000 
実質資本 1,050：期首資本 1,000×105/100 
 
図表 1-6 実質資本にもとづく貸借対照表と損益計算書（再調達原価の場合） 
33 
再調達原価で評価替えされるが，期末貨幣による評価替えのため指数修正は行われず10，
期末の再調達原価で評価された商品 330 万円と，修正取得原価で評価された商品 315 万円
の差額が未実現の保有利得として計上される。さらに，再調達原価を用いる場合において
は，売上原価が再調達原価にもとづいて測定されるため，修正取得原価のもとで計算され




















                                                        
10 この点については，Whittington（1983, p. 79）も参照のこと。 
11 貨幣の購買力を修正するとともに，資産の測定属性に現在価値を用いる考え方については，
その先駆的な研究業績として Sweeney の Stabilized Accounting（1936）や AICPA の会計研究叢
書第 6 号（1974）がよく知られている。 
損益計算書 （単位：万円） 
売上高  1,050 
売上原価  △735 
資本修正繰入  △35 
当期利益  280 
 





 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 実 体 資 本 1,100 
商 品 330 当 期 利 益 280 
  1,380  1,380 
 
商品 330：在庫分 300 個×期末再調達原価＠11,000 
実体資本 1,100（商品 1000 個）：330（在庫分 300 個）
＋770（再調達分 700 個） 






























在庫分の商品 300 個も含めて，それら実体資本を構成する商品 1,000 個を期末に今一度再





売上高  1,050 
売上原価  △700 
資本修正繰入  △70 
当期利益  280 
 
資本修正繰入 70：売却商品 700 個×（期末再調
達原価＠11,000－取得原価＠10,000） 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 1,050 実 体 資 本 1,070 
商 品 300 当 期 利 益 280 
  1,350  1,350 
 
実体資本 1,070：在庫分 300＋再調達分 770 
［再掲］実体資本にもとづく貸借対照表と損益計算書（取得原価の場合） 




算入額 70 万円 
商品 700 個 
（売却分） 





































商品 300 個 
（在庫分） 
実体資本 
算入額 100 万円 
（取得原価の場合
の実体資本 
算入額 70 万円） 




































  （単位：万円） 
資産の測定属性 取得原価 再調達原価 
資本維持 名目資本 実質資本 実体資本 名目資本 実質資本 実体資本 
       
貸借対照表       
貨幣性資産 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 1,050 
商品 300 315 300 330 330 330 
合計 1,350 1,365 1,350 1,380 1,380 1,380 
維持すべき資本 （1,000） （1,050） （1,070） （1,000） （1,050） （1,100） 
当期利益 （350） （315） （280） （380） （330） （280） 
合計 （1,350） （1,365） （1,350） （1,380） （1,380） （1,380） 
       
損益計算書       
売上高 （1,050） （1,070） （1,050） （1,050） （1,070） （1,050） 
売上原価 700 735 700 735 749 735 
保有利得    （65） （29）  
購買力損失  20   20  
資本修正繰入   70   35 
当期利益 （350） （315） （280） （380） （330） （280） 
 
 



















                                                        
15 貸方における発行金融商品の分類に関する議論が，制度上の問題として注目されるようにな
ったのは，1990 年に FASB によって討議資料『負債商品と資本商品の区別およびその両方の
特徴を有する発行金融商品の会計』が公表されて以降のことである。米国を中心にした貸方に









































す見方もある。さらに，次章で検討する Paton and Stevenson（1918）および Paton（1922）
にみるように，すべての資金提供者を利益帰属者とみなす見方もある。 




                                                        
19 Hendriksen and van Breda（2001）は，株主や債権者のみならず政府や従業員も含めるような
さまざまな立場から，利益の概念の多様性を指摘している（pp. 334–339）。この点については，
Schroeder et al.（2001, pp. 82–85）も参照されたい。 








を行ったとする。額面 400 万円の固定利付債（償還期間 2 年，約定利回り年 5%）を額面
で発行し，優先株式 300 株および普通株式 300 株をそれぞれ 1 株当たり 1 万円で発行した
とする。また，期首において，調達資金の全額を用いて商品 1,000 万円（1,000 個，＠10,000
円）を購入し，期中において，商品 1,050 万円（700 個，売価＠15,000 円，原価＠10,000
円）を売り渡して貨幣性資産を取得したとする。さらに，期末において，社債利息 20 万円，
優先株配当 18 万円（1 株 0.06 万円）および普通株配当 15 万円（1 株 0.05 万円）を支払っ
たとする。 
 
設例 1-2の概要  
財務活動 
期首 資金調達 1,000 万円 
・社債 400 万円（額面発行，約定利回り年 5%） 
・優先株式 300 万円（300 株，＠10,000 円） 
・普通株式 300 万円（300 株，＠10,000 円） 
 
期末 資金提供者に対する支払い 
・社債利息 20 万円 
・優先株配当 18 万円（1 株 0.06 万円） 





期首 仕入 1,000 万円（商品 1,000 個，＠10,000 円） 















り，売上 1,050 万円と売上原価 700 万円が生じ，さらに，期末において，発行金融商品に
関する利息または配当の支払いのうち，社債利息 20 万円については損益として，優先株配
当18万円および普通株配当15万円については資本からの分配として扱われることになる。 
これらの取引の結果，期末における資産の総額は，1,297 万円（貨幣性資産 1,050 万円－
利息および配当支払額 53 万円＋商品 300 万円）となり，これから負債 400 万円（社債簿価）
を差し引くことで期末資本 897 万円が計算される。資本維持の考え方で当期利益を計算す
る場合，この期末資本 897 万円から，株主との直接取引を調整した期首資本 567 万円（優
先株式および普通株式の発行価額からなる拠出資本 600 万円－資本からの分配 33 万円21）
を差し引くことで当期利益 330 万円が計算される。また，損益の面からは，売上高 1,050

















                                                        
21 ここでの優先株配当と普通株配当については，拠出資本を財源とした分配を想定している。 
損益計算書 （単位：万円） 
売上高  1,050 
売上原価  △700 
社債利息  △20 
当期利益  330 
 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 997 負 債 400 
商 品 300 拠 出 資 本 567 
   当 期 利 益 330 











商品に関する利息または配当の支払いのうち，社債利息 20 万円および優先株配当 18 万円
については損益として，普通株配当 15 万円については資本からの分配として扱われること
になる。 
これらの取引の結果，期末における資産の総額は，1,297 万円（貨幣性資産 1,050 万円－
利息および配当支払い額 53 万円＋商品 300 万円）となり，これから負債 700 万円（社債
400 万円＋優先株式 300 万円）を差し引くことで期末資本 597 万円が計算される。資本維
持の考え方で当期利益を計算する場合，この期末資本 597 万円から，普通株主との直接取
引を調整した期首資本 285 万円（普通株式の発行価額 300 万円－資本からの分配 15 万円）
を差し引くことで当期利益 312 万円が計算されることになる。また，損益の面からは，売





















売上高  1,050 
売上原価  △700 
社債利息  △20 
優先株配当  △18 
当期利益  312 
 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 997 負 債 700 
商 品 300 拠 出 資 本 285 
   当 期 利 益 312 







図表 1-12 普通株主を利益帰属者とみなす見方にもとづく貸借対照表と損益計算書 
42 
て取り扱われることになる22。 
これらの取引の結果，期末資本は，期末における資産の総額 1,297 万円（貨幣性資産 1,050
万円－利息および配当支払額 53 万円＋商品 300 万円）と同額となる。資本維持の考え方で
当期利益を計算する場合，この期末資本 1,297 万円から，すべての資金提供者との直接取
引を調整した期首資本 947 万円（社債簿価 400 万円＋優先株式および普通株式の発行価額
600 万円－資本からの分配 53 万円）を差し引くことで，当期利益 350 万円が計算される。




























売上高  1,050 
売上原価  △700 
当期利益  350 
 
 貸借対照表 （単位：万円） 
貨幣性資産 997 拠 出 資 本 947 
商 品 300 当 期 利 益 350 





発行価額合計 1,000－資本からの分配 53 
 



































































































































































資本の測定尺度と利益帰属者の範囲の 2 つの要素の組合せについては，図表 1-15のよう
に示すことができる。 
  
                                                        














物  財 
（実体資本） 
普通株主 ① ④ ⑦ 
株  主 ② ⑤ ⑧ 
すべての 
資金提供者 






例 1-3（設例 1-1 と設例 1-2 をあわせたもの）にもとづいて，④から⑨における貸借対照
表と損益計算書を示すと図表 1-16のようになる。 
 
設例 1-3  
財務活動 
期首 資金調達 1,000 万円 
・社債 400 万円（額面発行，約定利回り年 5%） 
・優先株式 300 万円（300 株，＠10,000 円） 
・普通株式 300 万円（300 株，＠10,000 円） 
 
期末 資金提供者に対する支払い 
・社債利息 20 万円 
・優先株配当 18 万円（1 株 0.06 万円） 





期首 仕入 1,000 万円（商品 1,000 個，＠10,000 円） 









期末換算が必要となる。期末資産の合計 1,312 万円は，期末における貨幣性資産 997 万円
（利息および配当を支払済み）と，商品 300 万円を期末換算（105/100）した 315 万円から
構成される。維持すべき資本については，それぞれの拠出資本が期末の購買力に修正され，
資本取引としての資本からの分配が差し引かれて計算されている。また，発行金融商品に
  （単位：万円） 
資本維持 実質資本維持 実体資本維持 
利益帰属者 普通株主 株 主 
すべての 
資金提供者 
普通株主 株 主 
すべての 
資金提供者 
 ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 
       
貸借対照表       
貨幣性資産 997 997 997 997 997 997 
商品 315 315 315 300 300 300 
合計 1,312 1,312 1,312 1,297 1,297 1,297 
負債 （700） （400）  （700） （400）  
拠出資本 
（維持すべき資本） （300） （597） （997） （285） （597） （1,017） 
当期利益 （312） （315） （315） （312） （300） （280） 
合計 （1,312） （1,312） （1,312） （1,297） （1,297） （1,297） 
       
期首拠出資本 （300） （600） （1,000） （300） （600） （1,000） 
換算調整 （15） （30） （50）  （30） （70） 
分配       
社債利息   20   20 
優先株配当  18 18  18 18 
普通株配当 15 15 15 15 15 15 
期末拠出資本 
（維持すべき資本） （300） （597） （997） （285） （597） （1,017） 
       
損益計算書       
売上高 （1,070） （1,070） （1,070） （1,050） （1,050） （1,050） 
売上原価 735 735 735 700 700 700 
社債利息 20 20  20 20  
優先株配当 18   18   
購買力利得 （35） （20）     
購買力損失 20 20 20    
資本修正繰入     30 70 
当期利益 （312） （315） （315） （312） （300） （280） 
※資産の測定属性には取得原価を想定している。 
※負債は資産のマイナス項目として扱っている。 












商品は，それぞれ 300 個（商品 1,000 個×普通株主の持分 300 万円／資金調達合計 1,000
万円），600 個（商品 1,000 個×株主の持分 600 万円／資金調達合計 1,000 万円）および 1,000






れる必要があり，そのうちの 300 個については未売却商品 300 個をあてることができる。
残りの不足する 300 個については，期末に再調達が仮定され，商品 300 個の再調達原価分
の 330 万円が実体資本に算入されることになる。すなわち，ここでの実体資本は，未売却
商品 300 万円と再調達を仮定した商品 330 万円の合計額 630 万円として構成されることに
なる。これは，結局，期首拠出資本 600 万円に，商品 300 個についての再調達原価の変動
分 30 万円［300 個×（＠11,000 円－＠10,000 円）］（資本修正繰入）が加えられることで
実体資本が計算されることになる。⑨においては，期首において存在した商品 1,000 個す
べてが維持される必要があり，未売却商品 300 個をあてたうえで，商品 700 個の再調達を
仮定することになる。したがって，期首拠出資本 1,000 万円に，商品 700 個についての再
調達原価の変動分 70 万円［700 個×（＠11,000 円－＠10,000 円）］（資本修正繰入）が加





















































                                                        
31 これらの検討課題は，貸方区分モデルを抽出する第 6 章で扱う。 
53 
第 2章 企業観と資本 
 
























                                                        
1 会計主体論における「会計主体」という用語は，概して「利益計算を行う観点ないし立場」
を指しており，資金提供者のみならず，企業や従業員なども含めた意味で用いられることがあ





























                                                        
3 本章では，企業観という考え方にもとづいて，企業や各種の利害関係者の立場から利益計算
の説明を試みる会計主体論が，企業会計上の論点として注目された契機を Paton and Stevenson









が，ここでは，中村忠（1975, pp. 94 and 96）にもとづいて Staubus（1961）を会計主体論に含
めて取り扱っている。 
55 
1 Paton and Stevenson（1918）および Paton（1922）の所説 











（1909）では，Paton and Stevenson（1918）および Paton（1922）にみる「資産＝持分（equities）」
と異なる等式が想定されている。Paton の所説における貸借対照表の貸方全体を持分
                                                        
4 Principles of Accounting（1918）は，Stevenson との共著ではあるものの，Accounting Theory（1922）










































であるとされている（Paton and Stevenson 1918, p. 220）。また，純利益は，いずれの手段で
あれ企業に財務資源（capital）を提供したさまざまな投資家（the various individuals and 
interests）に分配されうるものであり，所有関係という投資負担に対する報酬（a remuneration 
for the burden of ownership）であるとされている（Paton and Stevenson 1918, pp. 221–222）12。
                                                        
9 資本主理論の適用の困難性や不合理性については，Paton（1922, pp. 52–53 and 88–89）も参照
のこと。 
10 Paton and Stevenson（1918）では，株式会社の特徴の 1 つとして，証券の特殊化（specialization 
of securities）があげられている。この証券の特殊化による多様な証券の発行をつうじて，株式
会社という事業形態では，すべての投資家クラスから関心を集めるような所有権の重要な要素
の分割（the division of the important elements of ownership）が可能であるとされている（pp. 5–6 
and 8）。そして，現代の典型的な株式会社では，所有権の重要な諸側面―支配，リスクおよび
利益―（important aspects of ownership―control, risk and income―）が，資本主持分（proprietorship）
を明確に定義することを多くの場合に困難にする証券の特殊化によって，細分され結合されて
いると指摘されている（p. 23）。この点については，Paton and Stevenson（1918, pp. 273–274）
および Paton（1922, pp. 72–73）も参照のこと。 




いう用語（the term equity―which covers all elements of ownership―）で表すことが提案されてい
る（p. 23）。 
12 純利益が持分（equities）の増加を表していること，また，それがさまざまなクラスの投資家



















                                                        
13 Paton and Stevenson（1918）において，収益は持分（equities）に対するグロスの増加分を表
し，費用は収益からの控除を表すことのほか，利息および配当の支払いが純利益からの分配で
あるという点などが説明されている（pp. 39–46）。また，Paton and Stevenson（1918）では，有
価証券の保有による利息および配当の受取りが，（剰余金を算定するための）純利益に対する
加算項目として説明されている（pp. 143–144）。なお，これらの点については，桑原（2008, pp. 
94–96）も参照されたい。 







る（pp. 14–16）。このことは，Paton and Stevenson（1918）において展開される利益計算が通常
の資本主理論で想定される利益計算と相違ないという解釈の存在を示唆している。 
15 Paton and Stevenson（1918）において，支払利息が費用に含められてしまうと，損益計算書で
算定される利益の数値は，営業活動の結果のみならず財務活動の影響を受けることとなり，経
営管理目的に資するという有益性が大きく損なわれるとされている（p. 199）。この点について
は，加藤（1978, pp. 119–120）および桑原（2008, pp. 95–96）も参照されたい。また，Paton（1922）






























独立したエンティティ（an entity in itself separate）であり，それを構成する株主や債権者と
                                                        
16 一般的に，「エンティティ（実在）」は，資金提供者から独立した存在ないし単一の利害関係
者という意味合いを強めるような「企業」に対して用いられる用語である。 







































ものであると説明されている（pp. 66–67）。なお，この点については，中村忠（1975, p. 97）も
参照のこと。 






Li（1960a）では，企業会計の視座として，資本主の見地（the view of the proprietary concept）









利害関係者（competent party to contract with capital-supplying parties）であるとされている（pp. 
258–259）。また，Li（1960a）においては，このようなエンティティの見地にもとづく場合，





                                                                                                                                                                  



















追加的な企業持分（additional equity of the corporation）を表すとされている（p. 262）。 




















































                                                        




































































                                                        
27 Staubus の所説において，どのような会計主体論を採用すべきかという点は大きな問題とし
て取り上げられていない。というのも，Staubus（1961）では，資本主理論やエンティティ理






図表 2-1 会計主体論の諸側面―企業観，利益帰属者，および利益計算の基礎（資本） 


























企 業 持 分 
（払込資本および 
留保利益） 
普通株主の持分 残 余 持 分 
会 計 等 式 
資 産 ＝ 
 持 分（equities） 
資 産 ＝ 負 債 
＋  企業持分 
資 産－負 債（優先 
株主の持分を含む） 
＝普通株主の持分 
資 産 － 負 債 
  （確定持分） 
＝  残余持分 
 














                                                        



























































                                                        
















































































































































第 4節 概念フレームワーク構想の成立にみる会計主体論の現代的意義 
会計主体論は，現行の企業会計の根幹である概念フレームワークの構想の成立にも大き
                                                        




ば説明されることがある（Penman 2003, p. 84；Kirschenheiter et al. 2004, pp. 135–136；FASB 2007, 
para. 60）。ただし，これらの説明は，資本の考え方が首尾一貫していないという批判のもとで
なされるものがほとんどである。 





あるという見方から提示されている（IASB and FASB 2011, pp. 4–7；EFRAG 2011, pp. 22–27）。 
















































































                                                        




図表 2-3 会計主体論と概念フレームワークの構想 
74 





























                                                        

































                                                        
39 この他，エンティティ観とファイナンス理論との不整合な点も指摘されうる。たとえば，
















第 3章 概念フレームワークにおける資本 
 








































より 2006 年に公表された『討議資料 財務会計の概念フレームワーク』（以下，ASBJ 討
議資料（2006a）という）において，利益計算の基礎としての純資産および株主資本がどの
ような概念として定められているかを確認し，ASBJ 討議資料（2006a）において定義され












                                                        
1 1970 年代に FASB が着手した概念フレームワーク・プロジェクトは，20 世紀における米国の
実務界で常に求められてきた財務報告の基礎にある目的と根本原理の枠組みを構築するとい
う，会計手続委員会（CAP）と会計原則審議会（APB）ではなしえなかった総合的な試みであ
ったとされている（Storey and Storey 1998, pp. 3–4 and 67）。なお，CAP は，米国会計士協会（AIA）
によって 1938 年に設けられた，会計原則についての公式見解を公表する権限が与えられた専
門委員会であり，APB は，米国公認会計士協会（AICPA，1957 年に AIA から名称変更）によ
って 1959 年に CAP に代わって設置された，会計原則に関する公式見解を公表する権限が与え
られた AICPA の上級専門委員会である。 






























3 この点については，Storey and Storey（1998, pp. 48–49 and 62–66）を参照されたい。また，Storey 





































れている（FASB 1976, para. 37）。 
 


















図表 3-1 は，FASB 討議資料（1976）で取り上げられる両アプローチの相違を示したも
のである。 
 



























































































                                                        
8 FASB 討議資料（1976）では，所有主の持分または資本（owners’ interest or capital）に関する
問題として，（a）利益または損失を測定するための基準としての資本（純資産）（capital；net assets）
に関わる問題，（b）資本または所有主資本（capital or owners’ equity）に含まれるさまざまな種
類の項目に関わる問題，および（c）負債と所有主資本（liabilities and owners’ equity）の両方に





利  益 































                                                        





















第 3節 貸方における発行金融商品の分類の問題をめぐる FASBの対応 










                                                        
11 第 2 章で述べたように，1950 年代に米国の会計学界を席巻した会計主体論は，株主の持分を
資本として捉える通説的な見解に結果として影響を及ぼすことはなかったものの，利益計算の
基礎としての資本をどのような資金提供者の持分から構成させるかという重大な論点を提起
























2003 年における SFAS 150 の公表に至るまでの，貸方における発行金融商品の分類の問




                                                        
12 FASB 概念書第 6 号（1985）における資本（equity）は，「負債を控除した後に残るある実体
の資産に対する残余請求権」（FASB 1985, para. 49）と定義されている。 




14 SFAS 150 の公表を受けて，EITF 00–19 においても，純額で株式決済されるプットオプショ
ンが負債項目として取り扱われるよう，その規定内容が整備された。なお，SFAS 150 および
EITF 00–19 の規定内容は，現在，ASC Topic 480 および ASC Topic 815 に引き継がれている。 
87 
区分に分類するかという個別論点に向けられていたからである。 















が予定されるコールオプションの保有者の持分が含められている（ASC Topic 480 and 815）
18。これら資本を構成する持分の種類は，現行の会計基準や実務指針における複数の規定


































FASB は，SFAS 150 の公表後に取り扱う予定であった未解決な問題を個別追加的な会計
基準の公表をつうじて解消する試みを断念し，収斂された 1 組の区分原則（a convergent set 
of classification principles）を開発するという新たな試みを掲げて，FASB 予備的見解（2007）
を公表した（FASB 2007, para. E6）19。 






チ（Basic Ownership Approach）が支持されている。また，FASB 予備的見解（2007）にお
いては，基本所有アプローチのもとで負債区分に含められる発行金融商品の事後測定に関
する論点を含めて，どのような計算構造が想定されるかという議論も扱われている20。 




でもこの 2 つの視点が指摘されており，とくに負債項目と資本項目の識別が純利益（net income）

































                                                        
21 資本の概念形成や資本項目と負債項目の区別に関する議論を扱う，資本の特徴を有する金融




る金融商品プロジェクトが進められている（IASB 2018b, para. 1.3）。IASB 討議資料『資本の特
徴を有する金融商品』（2018b）は，当該プロジェクトにおける公表物である。 
90 























以下では，ASBJ 討議資料（2006a）で定義される純資産と株主資本という 2 つの利益計



























































































































































































示的に織り込まれているという点は，資本を差額概念として捉える FASB および IASB 概
念フレームワークと異なって顕著な特徴であるということを指摘することができる。 
次に，第 2 節および第 3 節で概観してきた FASB 討議資料（1976）における利益観の議
論や，貸方における発行金融商品の分類に関する問題をめぐる FASB の対応，さらには本
節で取り上げた ASBJ 討議資料（2006a）における 2 つの利益計算の基礎（純資産および株
主資本）に関する議論をふまえたうえで，利益観と貸方要素の定め方との関係を検討する。 
 
第 5節 利益観と貸方要素の定め方 
本節第 2 節と第 3 節では，FASB 概念フレームワークにおいて資本が差額概念として定
められた経緯，およびその差額概念としての資本に向けられてきた批判について検討を加
えた。また，第 4 節では，ASBJ 討議資料（2006a）において資産負債アプローチが採用さ









































































次に，このような組合せを念頭において，FASB 概念フレームワークおよび ASBJ 討議




































                                                        





































































































































第 4章 会社法の資本制度と分配規制 
 
第 1節 はじめに 

















第 2節 会社法における株主の有限責任制と利害調整 
会社法は，会社を取り巻く関係者間の利害調整を行う法的ルールであるといわれている1。






















































































6 金本・藤田（1998, pp. 198–200）および神田（2019, p. 28）を参照。 







































社資産を目減りさせたりということが起きうる」（金本・藤田 1998, p. 197）ということが考え
られる。なお，株主と債権者の利害対立に関する議論については，Fama and Miller（1972），
Jensen and Meckling（1976），Myers（1977），Smith and Warner（1979），Watts and Zimmerman





































































































                                                        
19 なお，法制度による債権者保護には，株主の有限責任制と関連しないものも含まれうる。こ
の点については，金本・藤田（1998, pp. 206–208）を参照されたい。 
20 この他，弥永（2015, pp. 16–17），江頭（2019, p. 37），河本・岸田・森田・川口（2008, p. 115），




































に相当する株式全部の引受けがなされなければならないという原則」（弥永 2015, p. 17），「定
款で資本金の額を確定し，その全額が引き受けられなければ会社の設立・増資を認めない処理





庸 2018, p. 23）であるとする説明があげられる。 
26 資本充実の原則については，以下のような説明が一般にみられる。すなわち，資本充実の原
則とは，「会社の設立または新株発行の際には（増加）資本金額に相当する財産が会社に現実
に拠出されなければならないとする原則」（弥永 2015, p. 17），「資本金の額に相当する財産が
現実に会社に拠出されなければならないという原則」（前田庸 2018, p. 21），「資本維持の原則
のコロラリーとして，資本金の額に相当する財産が出資者から確実に拠出されることを要求す
るもの」（江頭 2019, p. 37）であるとする説明があげられる。資本充実の原則を資本維持の原
則のコロラリーとして捉える見方については，郡谷・岩崎（2005a, p. 49）も参照。 
27 資本維持の原則については，以下のような説明が一般にみられる。すなわち，資本維持の原
則とは，「資本金額に相当する会社財産が確保された状態がその後も維持されなければならな










（1） 資本確定の原則に関連する平成 17年改正内容 
平成 17 年改正前商法 166 条 1 項 6 号は，会社の設立に際して，発行予定株式数を定款の
記載事項とし，さらに同法 170 条 1 項および 177 条 1 項は，その全部について引受けおよ










                                                                                                                                                                  
則とは，「いったん定めた資本金額は，会社債権者保護のための厳格な法定の手続を経なけれ
ば減少できないとする原則」（弥永 2015, p. 17），「株主が勝手に資本金の額を減少できるので
は，資本維持の原則による会社財産の維持が尻抜けになるから」，これを防止するために「会
社債権者保護手続きを経なければ減少させることができない」（江頭 2019, pp. 37–38）とする
もの，「資本の額を減少させることは，会社債権者に不利なことであり，資本不変の原則とは，























（2） 資本充実の原則に関連する平成 17年改正内容 
平成 17 年改正前商法 192 条および 280 条ノ 13 は，発起人や取締役に対して，引受けな
らびに払込みおよび給付の担保責任を定めていたが，会社法においては，出資を履行しな
ければ株主となることができない，つまり失権することが定められており（会社法 36 条 3





（3） 資本維持の原則に関連する平成 17年改正内容 





                                                        





32 ここでの記述は，神田（2019, pp. 299–300）を参考にしている。なお，弥永（2015）は，発




28 条および 33 条）や金銭出資の払込みについての確認手続（会社法 34 条および 64 条）がと
られているのは，資本充実原則のあらわれであるとしている（pp. 21–22）。 
33 最低資本金制度を廃止した理由については，設立時から最低資本金額（株式会社 1,000 万円，
有限会社 300 万円）の拠出を要求することは起業の妨げになるとの批判に配慮したものであっ
たとされている（江頭 2019, pp. 38–40）。 








資本金制度の趣旨は，分配規制との関連で残されているとする見解もある（神田 2019, p. 























                                                                                                                                                                  
毒皿理論の典型であろう」（p. 98）としている。 






























第 4節 会社法の分配規制 
会社法において，事前規制としての債権者保護制度には，開示規制と分配規制があげら





































































                                                                                                                                                                  
規則において新たに規定された分配可能額は，（自己株式の帳簿価額が含められている）剰余
金の額から自己株式の帳簿価額が控除され，さらにのれんや繰延計上された資産の額にもとづ





分配可能額算定を規定する条文である会社法 461 条 2 項においては，剰余金の額をベースにし
て，臨時計算書類における期間損益を反映させていく方式がとられているから，純資産からの
減算方式というよりも，分配の財源を積み上げていくような算定方式が採用されているという
解釈も加えられる。なお，わが国最初の商法に，明治 17 年（1884 年）公表のロエスレル草案
を経て制定された明治 23 年商法があるが，同法における配当規制（219 条 1 項）では，具体
的な算式は示されなかったものの，1861 年普通ドイツ商法 217 条に倣って，「利息又ハ配当金
ハ損失ニ因リテ減ジタル資本ヲ填補シ及ヒ規定ノ準備金ヲ扣取シタル後ニ非サレハ之ヲ分配
スルコトヲ得ス」とされていた。また，昭和 37 年（1962 年）改正商法では，具体的な算定方
式として，貸借対照表上の純資産額から資本金と法定準備金を控除して配当可能利益を求める
という基本構造が明示された（安藤 1997, pp. 139–141；我妻編 1968, pp. 338–341）。現行の会社
法においても，このような基本構造は依然として存在しているといえる。 
44 払込資本を源泉とした配当は，平成 13 年 6 月の商法改正を契機に可能とされたが，これは
自己株式処分差益や減資差益といった実質的な払込資本が，分配可能額を構成する要素として
扱われたためである。また，平成 13 年商法改正以降，個々の計数の変動に対する規制が実質






















たとえば，会社法 445 条 1 項ないし 3 項は，設立または株式の発行に際して，株主から
の出資額にもとづき，少なくとも資本金を強行的に増加させるような規定であると捉える
ことができる。また，会社法 445 条 1 項ないし 3 項のもとでは，株主からの出資額のうち
資本金としない部分をもって資本準備金を増加させることができるとされている46。これ
らの規定は，株主からの出資がある都度，資本金および資本準備金を増加させるから，債


























額）を減少させる規定が設けられているが（会社計算規則 14 条 1 項 4 号），この規定につ
いては，自己株式の取扱いをめぐる制度上の一貫性を保つためという点から説明すること
が可能である49。 
さらに，会社法 445 条 4 項および会社計算規則 22 条 1–2 項のもとでは，剰余金の配当に








                                                        
47 郡谷・岩崎（2005b）は，本来的な意味での資本維持の原則が採用されていないため，会社
法 445 条 1 項ないし 3 項の趣旨を，債権者保護や債権者との利害調整の観点から説明すること













谷・和久 2006, p. 21；秋坂 2006c, p. 82；弥永 2006b, p. 34）。ただし，資本金および資本準備
金を減少させるためには，債権者保護手続が課せられるのに対して，この処理ではそのような
手続が課せられていないという点には依然として問題が残るという指摘もある（秋坂 2006c, p. 
82）。 
119 


































































社法 309 条 2 項 9 号）が，資本準備金からの振替えにおいては株主総会の普通決議が求め






























                                                        
51 会社法 449 条 1 項のもとでは，会社が資本金または準備金を減少させる場合（準備金を減少
させて資本金を増加させる場合を除く），債権者は異議を述べることができるとされている（た
だし，準備金の減少による欠損填補においては異議を述べることができない）。また，会社法






























































































第 5章 株主資本をめぐる企業会計と会社法の調整 
 
























































































                                                        





























































適用指針 3 項）と会社計算規則 76 条 2 項のもとでは，貸借対照表における純資産の部の株
主資本の表示において，株主からの出資額と利益の留保額を構成する各科目の呼称が統一
されている8。また，企業会計基準第 5 号と会社計算規則 76 条 2 項のもとで示される表示
形式上の科目の配列も一致している。下記の図表 5-1は，企業会計基準第 5 号と会社計算
規則 76 条 2 項のもとで共有される，個別財務諸表における株主資本の表示内容を示したも
のである。 
 




企業会計 基準第 5 号・ 



































図表 5-2 「払込資本と留保利益の区別」および分配可否にもとづく株主資本の表示内容 
  分 配 不 能   分 配 可 能  
払 込 資 本 
 
 
資 本 金 ・ 




留 保 利 益  利 益 準 備 金  その他利益剰余金 
 





図表 5-3 現行制度における株主資本の表示と平成 13年 6月商法改正前の資本の部の表示 
 
 
企業会計基準第 5 号・ 
会社計算規則 7 6 条 2 項 
 
 
平成 13 年 6 月商法改正前 
財 務 諸 表 等 規 則 
平成 13 年 6 月商法改正前 

































平成 13 年 6 月商法改正前においては，資本の部の表示が分配規制の影響を大きく受けてい
るということ，また，これと同時に，払込資本と留保利益の境界線が不明確になっている
ということを指摘することができる。 









                                                        
9 ちなみに，このような表示内容は，平成 13 年 6 月商法改正を受けて 2002 年（平成 14 年）に
















































たとえば，会社法 445 条 1 項ないし 3 項は，株主の出資額を，会社の意思にもとづいて，
資本金と資本準備金とに振り分けることができる規定として捉えることができる。原則的




















                                                        


























                                                        
14 もっとも，2005 年（平成 17 年）会社法制定に伴って改正された企業会計基準第 1 号（ASBJ 
2005b）においては，自己株式の消却に際して，減少させるべき財源をその他資本剰余金とそ
の他利益剰余金のいずれかから，企業が任意に選択できる規定が設けられていた（45 項）。こ
の規定は，2006 年（平成 18 年）に会社計算規則が施行されたことを受けて，改正企業会計基





















































払込資本を財源とした配当は，平成 13 年 6 月商法改正において認められるようになった
が，これは実質的に，自己株式の取得規制の緩和および法定準備金の減少手続の創設と相
まって，利益の配当という形式のもとで出資の払戻しを可能にする方法が設けられたこと

















































                                                        
18 会社計算規則 23 条においては，剰余金の配当に際して減少するその他資本剰余金とその他
利益剰余金の金額は，配当財産の金額を満たすよう企業の意思決定のもとで定めることができ
るとされている。 
19 この他，分配可能額の算定において，のれんの額を 2 で除して得た額が最終事業年度の末日
における資本金および準備金ならびにその他資本剰余金の合計額を超える場合，剰余金の額か
らその他資本剰余金の額と繰延資産の部に計上した資産の額の合計額を控除することが規定
























図表 5-4 株主との取引および計数間の振替えによる株主資本の計数の変動 
 株 主 と の 取 引 計 数 間 の 振 替 え 
設 立 ・ 
株 式 の 
発 行 
合 併 等 
自 己 株 
の 消 却 
剰 余 金 
の 配 当 
資 本 金 
の 減 少 
資 本 
準 備 金 
の 減 少 
そ の 他 
資 本 
剰 余 金 
の 減 少 
利 益 
準 備 金 
の 減 少 
そ の 他 
利 益 
剰 余 金 
の 減 少 
資 本 金 ＋ ＋   － ＋ ＋ ＋ ＋ 
資本準備金 ＋ ＋   ＋ － ＋   
そ の 他 
資本剰余金 
 ＋ － － ＋ ＋ －   
利益準備金        － ＋ 
そ の 他 
利益剰余金 
  － －    ＋ － 





































































































第 6章 貸方区分モデルの抽出 
 







































































































































































                                                        






























                                                        
6 ペイオフとは，基本的に，オプションまたはその他のデリバティブの保有者が，契約の終了



















































































































































                                                        
17 説明の方法や背景は異なるが，残余請求権者クラスの持分を資本として捉える考え方に，








































































































                                                        


































23 このような考え方は，第 2 章で取り上げた Paton and Stevenson（1918）および Paton（1922）









図表 6-1 利益帰属者とグルーピングの基準 

























































































































































































































図表 6-2 貸方区分モデルの類型 
 
株 式 以 外 の 発 行 金 融 商 品 
株式という法的形式 
を満たす発行金融商品 



































*2 ここでは，貸方 2 区分を想定しているため，財務資本モデルのもとでの負債は，主として買掛金などの
営業債務や非金融負債から構成されることになる。 
 































































































































































































第 7章 貸方区分モデルにおける株式オプションの会計処理 
 
第 1節 はじめに 
本章では，前章で抽出した貸方区分モデル，とりわけ所有資本モデル，積極参加資本モ
デル，および参加資本モデルのもとで，株式オプション（コールオプションおよびプット






図表 7-1 貸方区分モデルのもとでの株式オプションの分類 
 コールオプション プットオプション 
所 有 資 本 モ デ ル 負 債 負 債 
積極参加資本モデル 資 本 負 債 




















ことができるからである。さらに，それら 3 つの貸方区分モデルは，次章の第 8 章で分析
の対象として取り上げる現行の会計基準と，利益帰属者の範囲という点で近似している側
面がみられるため，本章におけるこれら 3 つの貸方区分モデルを前提にした会計処理の検






第 3 節においては，第 2 節で示した設例にもとづいて，所有資本モデル，積極参加資本モ
デル，および参加資本モデルを前提に，株式オプションに関する会計処理を検討する。第










































































評 価 替 え す る 評価替えしない 
当初認識 
現 金       100 
負 債       100 
現 金       100 
資 本（払込資本） 100 
評価替え 
損 失    10 




利子費用       20 
現 金        20 
資 本（留保利益）  20 
現 金        20 
決 済 ・ 
払 戻 し 
負 債   110 
差 損    20 
現 金  130 
負 債   100 
差 損    30 
現 金  130 
資 本（払込資本） 100 
資 本（留保利益）  30 
現 金       130 












































図表 7-3 設例 7-1：会計処理の前提条件 
 第 0年度期首 第 0年度期末 第 1年度期末 
事業活動 所与の投資プロジェク
トにもとづいて，固定設





売 上 ― 820 820 
減価償却費 ― 540 540 
事 業 利 益 ― 280 280 
財務活動  
  




























ションを 8 単位，1 単位当
たり 4.5 万円で発行した。 
コールオプションの時






当たり 5 万円であった。 
普通株式 




株価は 520 円であった。 
普通株式 1株当たり 9円
の配当を支払った。なお，
株価は 560 円であった。 
 




































ここでは，第 0 年度期首，第 0 年度期末，および第 1 年度期末の各々におけるコールオ
プション（負債）の会計処理を検討する。 
まず，第 0 年度期首において，コールオプション 8 単位が 1 単位当たり 4.5 万円で発行
されるので，コールオプション 36 万円（8 単位×＠4.5 万円）が負債項目として計上され
                                                        
7 株式オプションの具体的な会計処理の検討にあたっては，IAS 32（paras. IE17–IE20, IE27–IE30）
を参考にしている。 
 貸 借 対 照 表 
（単位：万円） 
現 金 416 社 債 450 
固 定 設 備 1,200 プットオプション 30 
 
 コールオプション 36 
 負債合計 516 
 普 通 株 式 1,100 
 資本合計 1,100 
 
1,616  1,616 
 




第 0 年度期首—コールオプション 8 単位の発行              （単位：万円） 





次に，第 0 年度期末において，対象となる株価が 520 円に下落し，1 単位当たりのコー
ルオプションの時価が，発行時の 4.5 万円から 3 万円に下落する。このとき，コールオプ
ションは時価 24 万円（8 単位×＠3 万円）に評価替えされるから，コールオプションの簿
価が 12 万円（第 0 年度期末の時価 24 万円－第 0 年度期首の残高 36 万円）減額され，また，
それに見合うコールオプション利得が計上される。 
 









また，第 1 年度期末において，対象となる株価が 560 円に上昇し，1 単位当たりのコー
ルオプションの時価が，第 0 年度期末時点の 3 万円から 5 万円に上昇する。このとき，コ
ールオプションは時価 40 万円（8 単位×＠5 万円）に評価替えされるから，コールオプシ
ョンの簿価が 16 万円（第 1 年度期末の時価 40 万円－第 0 年度期末の残高 24 万円）増額さ
れ，また，それに見合うコールオプション損失が計上される。 
 









さらに，第 1 年度期末において，コールオプション 8 単位が現物決済されるので，8,000
株（8 単位×1,000 株）の普通株式が，権利行使を行ったオプション保有者に対して発行さ
れる。このとき，オプション保有者は，権利行使価格 408 万円（＠510 円×8,000 株）と，
第 1 年度期末時点のコールオプション残高 40 万円を対価として，経済的価値 448 万円に相
当する普通株式を取得することになる。つまり，権利行使価格 408 万円とコールオプショ
ン残高 40 万円の合計額 448 万円が，普通株式に振り替えられることになる。ここで，普通




第 1 年度期末—コールオプション 8 単位の現物決済            （単位：万円） 
（借） 現 金 408 （貸） 






 40    
 
（2） 所有資本モデルにおけるプットオプションの会計処理 
ここでは，第 0 年度期首，第 0 年度期末，および第 1 年度期末の各々におけるプットオ
プション（負債）の会計処理を検討する。 
まず，第 0 年度期首において，プットオプション 12 単位が 1 単位当たり 2.5 万円で発行
されるので，プットオプション 30 万円（12 単位×＠2.5 万円）が負債項目として計上され
る。 
 
第 0 年度期首—プットオプション 12 単位の発行             （単位：万円） 





次に，第 0 年度期末において，対象となる株価が 520 円に下落し，1 単位当たりのプッ
トオプションの時価が，発行時の 2.5 万円から 5 万円に上昇する。このとき，プットオプ
ションは時価 60 万円（12 単位×＠5 万円）に評価替えされるから，プットオプションの
簿価が 30 万円（第 0 年度期末の時価 60 万円－第 0 年度期首の残高 30 万円）増額され，ま
た，それに見合うプットオプション損失が計上される。 
 









また，第 1 年度期末において，対象となる株価が 560 円に上昇し，1 単位当たりのプッ
トオプションの時価が，第 0 年度期末時点の 5 万円から 1 万円に下落する。このとき，プ
ットオプションは時価 12 万円（12 単位×1 万円）に評価替えされるから，プットオプシ













さらに，第 1 年度期末において，プットオプション 12 単位が，純額で株式決済されるの
で，権利行使価格 570 円から第 1 年度期末における株価 560 円を差し引いた本源的価値 10
円に，12,000（12 単位×1,000 株）を乗じた経済的価値 12 万円に相当する普通株式 214 株
（経済的価値 12 万円／＠560 円）が，オプション保有者に発行される。このとき，オプシ























前節で示した設例 7-1にもとづいて，積極参加資本モデルにおける第 0 年度期首の貸借












次に，第 0 年度期首，第 0 年度期末，および第 1 年度期末の各々におけるコールオプシ
ョン（資本）の会計処理は，以下のようになる。 
まず，第 0 年度期首において，コールオプション 8 単位が 1 単位当たり 4.5 万円で発行
されるので，コールオプション 36 万円（8 単位×＠4.5 万円）が資本項目として計上され
る。 
 
第 0 年度期首—コールオプション 8 単位の発行              （単位：万円） 















408 万円（＠510×8,000 株），オプション取得の際に投じた資金額（プレミアム）36 万円
（8 単位×＠4.5 万円），およびオプション投資の清算にあたりそのオプション保有者に支
 貸 借 対 照 表 
（単位：万円） 
現 金 416 社 債 450 
固 定 設 備 1,200 プットオプション 30 
 
 負債合計 480 
 コールオプション 36 
 普 通 株 式 1,100 
 資本合計 1,136 
 
1,616  1,616 
 
図表 7-5 積極参加資本モデル（第 0年度期首 貸借対照表） 
179 
払われる清算配当 4 万円8を対価として，経済的価値 448 万円に相当する普通株式を取得し
たとして捉えることができる9。ここで，普通株式 448 万円の増加は，対象となる普通株式
8,000 株に，第 1 年度期末時点の株価 560 円を乗じた額に等しいことから，普通株式は時価
で測定されていることになる。 
 
第 1 年度期末―コールオプション 8 単位の現物決済            （単位：万円） 
（借） 現 金 408 （貸） 
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コールオプション 
清 算 配 当 
―資本（留保利益）― 












前節で示した設例 7-1にもとづいて，参加資本モデルにおける第 0 年度期首の貸借対照
表を示すと下記の図表 7-6のようになる。  




9 なお，コールオプション保有者が享受するペイオフ 4 万円（普通株式の経済的価値 448 万円














次に，第 0 年度期首，第 0 年度期末，および第 1 年度期末の各々におけるプットオプシ
ョン（資本）の会計処理は，以下のようになる。 
まず，第 0 年度期首において，プットオプション 12 単位が 1 単位当たり 2.5 万円で発行
されるので，プットオプション 30 万円（12 単位×＠2.5 万円）が資本項目として計上され
る。 
 
第 0 年度期首—プットオプション 12 単位の発行             （単位：万円） 








また，第 1 年度期末においては，プットオプション 12 単位が，純額株式決済されるので，
権利行使価格570円から第1年度期末における株価560円を差し引いた本源的価値10円に，
12,000（12 単位×1,000 株）を乗じた経済的価値 12 万円に相当する普通株式 214 株（経済
的価値 12 万円／＠560 円）が，オプション保有者に発行される。このとき，オプション保
有者は，決済に際して，当初払い込んだプレミアム 30 万円から決済価額（時価）12 万円
を差し引いたマイナスのペイオフ 18 万円を被ったことになる。したがって，プットオプシ
ョン残高 30 万円のうち，12 万円は普通株式を取得するための対価としてみなされ，マイ
ナスのペイオフ 18 万円は，オプション保有者がその投資の清算に際して放棄した持分であ
 貸 借 対 照 表 
（単位：万円） 
現 金 416 社 債 450 
固 定 設 備 1,200 負債合計 450 
 
 プットオプション 30 
 コールオプション 36 
 普 通 株 式 1,100 
 資本合計 1,166 
 
1,616  1,616 
 










普 通 株 式 
―資 本― 
12 
    
プットオプション 








での財務諸表を示すと，次の図表 7-7，図表 7-8，および図表 7-9のようになる。 
  



































売 上 820  現 金 398 社 債 474 
減 価 償 却 費 △540  売 上 債 権 820 プットオプション 60 
営 業 利 益 280  固 定 設 備 660 コールオプション 24 
コールオプション利得 12  
 
 負 債 合 計 558 
社 債 利 息 △24   普 通 株 式 1,100 
プットオプション損失 △30   留 保 利 益 220 
当 期 利 益 238   資 本 合 計 1,320 









当期首残高 0 0 0 
当期変動額    
新株の発行 1,100  1,100 
配当  △18 △18 
当期利益  238 238 
当期変動額合計 1,100 220 1,320 
当期末残高 1,100 220 1,320 
 





































売 上 820  現 金 1,108 普 通 株 式 1,560 
減 価 償 却 費 △540  売 上 債 権 820 留 保 利 益 488 
営 業 利 益 280  固 定 設 備 120 資 本 合 計 2,048 
プットオプション利得 48   2,048  2,048 
社 債 利 息 △26      
コールオプション損失 △16      
当 期 利 益 286      









当期首残高 1,100 220 1,320 








配当  △18 △18 
当期利益  286 286 
当期変動額合計 460 268 728 


































売 上 820  現 金 398 社 債 474 
減 価 償 却 費 △540  売 上 債 権 820 プットオプション 60 
営 業 利 益 280  固 定 設 備 660 負 債 合 計 534 
社 債 利 息 △24  
 
 コールオプション 36 
プットオプション損失 △30   普 通 株 式 1,100 
当 期 利 益 226   留 保 利 益 208 
    資 本 合 計 1,344 
    1,878  1,878 
 









当期首残高 0 0 0 0 
当期変動額     
株式オプションの発行 36   36 
新株の発行  1,100  1,100 
配当     
株式配当   △18 △18 
当期利益   226 226 
当期変動額合計 36 1,100 208 1,344 
当期末残高 36 1,100 208 1,344 
 





























まれた権利行使価格 408 万円，およびコールオプションのプレミアム払戻し額 36 万円とそ







売 上 820  現 金 1,108 普 通 株 式 1,560 
減 価 償 却 費 △540  売 上 債 権 820 留 保 利 益 488 
営 業 利 益 280  固 定 設 備 120 資 本 合 計 2,048 
プットオプション利得 48   2,048  2,048 
社 債 利 息 △26      
当 期 利 益 302      











当期首残高 36 1,100 208 1,344 
当期変動額     
新株の発行 
（株式オプションの決済） △36 
＋36 + 408 
＋12（プット分）  420 
配当     
株式配当   △18 △18 
コール清算配当 
（普通株式の増加）  4 △4 0 
当期利益   302 302 
当期変動額合計 △36 460 280 704 



































売 上 820  現 金 398 社 債 474 
減 価 償 却 費 △540  売 上 債 権 820 負 債 合 計 474 
営 業 利 益 280  固 定 設 備 660 プットオプション 30 
社 債 利 息 △24  
 
 コールオプション 36 
当 期 利 益 256   普 通 株 式 1,100 
    留 保 利 益 238 
    資 本 合 計 1,404 













当期首残高 0 0 0 0 0 
当期変動額      
株式オプションの発行 30 36   66 
新株の発行   1,100  1,100 
配当      
株式配当    △18 △18 
当期利益    256 256 
当期変動額合計 30 36 1,100 238 1,404 
当期末残高 30 36 1,100 238 1,404 
 







































売 上 820  現 金 1,108 普 通 株 式 1,560 
減 価 償 却 費 △540  売 上 債 権 820 留 保 利 益 488 
営 業 利 益 280  固 定 設 備 120 資 本 合 計 2,048 
社 債 利 息 △26   2,048  2,048 
当 期 利 益 254      













当期首残高 30 36 1,100 238 1,404 
当期変動額      
新株の発行 
（株式オプションの決済） △12 △36 
12 + 36 
+ 408  408 
配当      
株式配当    △18 △18 
コール清算配当 
（普通株式の増加）   4 △4 0 
プット持分譲渡 △18   18 0 
当期利益    254 254 
当期変動額合計 △30 △36 460 250 644 


















まず第 2 節で設例 7-1として示したコールオプション取引において，決済の際にコール
オプション保有者によって享受された経済的価値について検討する。 
コールオプションは，第 0 年度期首に 36 万円（8 単位×＠4.5 万円）で発行され，第 1
年度期末に時価 40 万円（8 単位×＠5 万円）で決済されている。このことから，オプショ
ン保有者は，その権利行使をつうじて差額 4 万円（40 万円－36 万円）のペイオフを享受し
ている。つまり，下記の図表 7-10で示すように，コールオプションが現物決済されること
で，オプション保有者は，経済的価値（時価）448 万円に相当する普通株式を取得するこ
とになるが，その普通株式の経済的価値 448 万円から，行使価格 408 万円（8 単位×51 万
円）とコールオプションの発行当初に支払われたプレミアム 36 万円を差し引くことで得ら
れる正味の経済的価値 4 万円が，コールオプションのペイオフに相当する12。 
  





（ 時 価 ） 
36 万円 
決 済 価 額 
（ 時 価 ） 
40 万円 再 評 価 額 





利得 12 損失 16 













下記の図表 7-11に示すように，第 0 年度にコールオプション利得 12 万円として，また第
1 年度にコールオプション損失 16 万円として，時価による評価替えをつうじて期間利益に
算入されている。 
 






















（4 万円） コールオプ 
シ ョ ン の 
決 済 価 額 
（4 0 万円） 
オプション 
プレミアム 











第 2 節で設例 7-1として示したプットオプション取引において，決済の際にプットオプ
ション保有者に生じた経済的価値については，次のように説明することができる。 
まず，プットオプションは，第 0 年度期首に 30 万円（12 単位×＠2.5 万円）で発行され，
第 1 年度期末に時価 12 万円（12 単位×＠1 万円）で決済されている。このことから，オ
プション保有者は，その権利行使をつうじて差額 18 万円（30 万円－12 万円）に相当する
マイナスのペイオフを被ったといえる。つまり，下記の図表 7-12で示すように，プットオ
プションが純額株式決済されることで，オプション保有者は，当初に払い込んだプレミア

































決 済 価 額 
（12 万円） 
＝ 




（ 時 価 ） 
30 万円 
決 済 価 額 






利得 48 損失 30 






ナスのペイオフ 18 万円は，下記の図表 7-13に示すように，第 0 年度にプットオプション
損失 30 万円として，また第 1 年度にプットオプション利得 48 万円として，時価による評
価替えをつうじて期間利益に算入されている。 
 





















































                                                        
14 株式オプションが株式で決済される場合，当初評価額に相当する帳簿価額を普通株式に振り
替える処理については，現行の会計基準でみられる処理であり次章で検討する。 





























                                                        












図表 7-14 貸方区分モデルのもとでの株式オプションのペイオフ 
 
コールオプション 
の ペ イ オ フ 
プットオプション 
の ペ イ オ フ 
所 有 資 本 モ デ ル 損 益 損 益 
積極参加資本モデル 
資本（留保利益） 
の 変 動 
損 益 
参 加 資 本 モ デ ル 
資本（留保利益） 
の 変 動 
資本（留保利益） 

















































                                                        


























































第 6節 おわりに 




























































時  価 
当初現金受入額 
時  価 






























本章では，第 2 節の図表 7-3で示した設例 7-1にもとづいて，とくに株式オプションの
権利行使に関する会計処理を検討してきた。一般的に，株式オプションの権利行使という
事象は，オプション保有者による株式オプション投資の清算とみなすことができるが，権












において，コールオプション 8 単位すべてが権利不行使となった。 
 
〔設例 7-2：コールオプションの失効〕 




510 円で 1,000 株購入する
ことができるコールオプ
ションを 8 単位，1 単位当
たり 4.5 万円で発行した。 
コールオプションの時価


















おける第 0 年度期首の仕訳は下記のようになる。 
 
第 0 年度期首—コールオプション 8 単位の発行              （単位：万円） 




































第 1 年度期末におけるコールオプションの本源的価値は，マイナス 8 万円（［株価 500
円－権利行使価格 510 円］×コールオプション 8 単位）である。コールオプション保有者
は，権利不行使を選択することで，オプション保有者にとっての損失 8 万円を回避するこ
とができる。したがって，下記の図表 7-16で示すように，ここでの失効に関する会計処理
においては，コールオプション簿価 24 万円（第 0 年度期首 36 万円－第 0 年度におけるコ
















第 0 年度期首 第 0 年度期末 
第 1 年度期末 
 
















における第 0 年度期首の仕訳は下記のようになる。 
 
第 0 年度期首—コールオプション 8 単位の発行              （単位：万円） 
































ションの時価が第 0 年度期末で 40 万円まで上昇して，その後の時価の下落により第 1 年度
期末に失効したとすれば，プレミアム（当初現金受入額）を上回る簿価 40 万円を利得とし








第 8章 現行の企業会計における貸方区分の考え方と株式オプションの会計処理 
 












































ており4，資産から負債を差し引いた差額は純資産として定義されている（ASBJ 2006a, paras. 
5 and 6）。資本（株主資本）は，純資産の内訳において株主に帰属する部分として定義され
ている（ASBJ 2006a, para. 7）。つまり，株主資本は，負債の定義に依存せずに独立して積
極的に定義されているといえる5。 






                                                        
3 日本における最終的な概念フレームワークは，（2019 年現在で）いまだ正式に公表されてい
ない。2004 年 7 月に ASBJ 基本概念ワーキング・グループより討議資料『財務会計の概念フ
レームワーク』が公表され，その後 2004 年 9 月に一部修正が加えられた。さらに 2006 年 12
月には，ASBJ によりその最新版が公表されている。しかし，それ以降において正式な公表に
は至っていない。 








































                                                        
7 第 3 章第 2 節 2（2）で指摘したように，FASB 討議資料（1976）が公表された当時から，資
本の概念には主として株主の持分が想定されている。 
8 FASB 討議資料（1990）が公表された後，2000 年には，公開草案『負債，資本またはその両
方の特徴を有する金融商品の会計処理』と，概念フレームワークにおける負債の定義の見直し
をはかる試みとして概念書第 6 号の改訂案が公表されている。 







のについて，負債項目とすることが定められている（SFAS 150 para. 12；ASC para. 480–10–
25–14）11。 
以上のように，FASB における現行の貸方区分の考え方については，FASB 概念フレーム








は，基本的に，FASB 概念フレームワークにおいても SFAS 150（ASC 480）においても，
負債に含められる発行金融商品以外のものとして定められているからである。たとえば，




                                                        
10 なお，可変数の株式を発行する義務を有している場合で，義務の価値が固定されている金融
商品についても負債項目として取り扱われることが定められている（SFAS 150 para. 12；ASC 
para. 480–10–25–14）。 







ーチが強調されている（FASB 2005, para. 16）。とくに MD において，資本項目として取り扱わ
れる発行金融商品には，無期限金融商品（perpetual instrument），直接所有金融商品（direct 
ownership instrument）および間接所有金融商品（indirect ownership instrument）があげられてお











移転させる現在の義務であるとされ（IASB 2018a, para. 4.26），資本はすべての負債を控除
した後の企業の資産に対する残余持分（residual interest）とされている（IASB 2018a, para. 

















                                                        
12 IAS 32 は，1995 年に IASC によって公表され，2003 年に IASB によって大幅な改訂がなされ
ている。この改訂の目的には，当初認識時における複合金融商品の構成要素の測定や企業の自
社株式にもとづくデリバティブの区分に関する問題について追加的な指針を提供することな
どがあげられている（IASB 2016, IAS 32 para. IN3）。 





件は，一般的に「fixed for fixed principle」または「fixed for fixed condition」14と称されてい
る。たとえば，転換社債の転換オプションやストックオプションのような現物決済される
売建コールオプションは，この「fixed for fixed condition」を満たしていると考えられる15。 
以上のように，IASB における貸方区分の考え方については，IASB 概念フレームワーク









分の分類の基準として，負債については資産を引き渡す義務または「fixed for fixed condition」
を満たさないような自社株式を引き渡す義務を有しているかという点が用いられ，資本に
ついては既存の概念フレームワークおよび個別の会計基準のもとで負債でないとみなされ
る，すなわち残余持分としての発行金融商品であることと，「fixed for fixed condition」を満
たすような自社株式を引き渡す義務に該当するかという点が用いられている。 
 





















図表 8-1 現行の貸方区分における分類の基準 
































































































第 2 に，FASB における貸方区分と IASB における貸方区分においては，自社株式を発行
する義務に関する詳細な分類の基準が個別の会計基準である SFAS 150 および IAS 32 のも
とで定められているのに対して，ASBJ における貸方区分においては，分類の基準が個別
の会計基準のもとで定められていないという点を指摘することができる17。 





また，これらの考え方からは，FASB における貸方区分と IASB における貸方区分において，
形式的には株式で決済される株式オプションであっても，負債区分に分類されるものが存
在するという点を指摘することができる。 
第 4 に，FASB における貸方区分においては，ある発行金融商品を資本区分に分類する
基準として，負債区分に分類される発行金融商品でない，すなわち残余持分としての性格
を有しているということが用いられているのに対して，IASB における貸方区分では，残





















































図表 8-2 FASBにおける貸方区分のもとでの株式オプションの取扱い 
 純額現金決済 純額株式決済 現 物 決 済 
プットオプション 負 債 負 債 負 債 
コールオプション 負 債 資 本 資 本 
 



















なされている（EITF 00–19 para.7；ASC para. 815–40–25–2）。一方，プットオプションについて
は，企業側およびオプション保有者側に決済手段を選択する権利が与えられていたとしても，
すべてのプットオプションが負債項目として取り扱われることが定められている（EITF 00–19 








は，負債項目として取り扱われることが定められている。さらに，「fixed for fixed condition」
を満たすような自社株式を引き渡す義務については，資本項目として取り扱われることが









図表 8-3 IASBにおける貸方区分のもとでの株式オプションの取扱い 
 純額現金決済 純額株式決済 現 物 決 済 
プットオプション 負 債 負 債 資 本 
コールオプション 負 債 負 債 資 本 
 














































図表 8-5 貸方区分モデルにおける利益帰属者の範囲と利益計算の目的 
 
利益帰属者の範囲 利益計算の目的 
①残余資本モデル 普 通 株 主 普通株主に帰属する利益の計算 
②所有資本モデル 
普 通 株 主 
優 先 株 主 
株主に帰属する利益の計算 
③積極参加資本モデル 





株 主 と 
株 式 オ プ シ ョ ン 保 有 者 
株主と株式オプション保有者に帰属
する利益の計算 














貸 方 区 分 モ デ ル 
ASBJ における 
貸 方 区 分 








貸 方 区 分 
IASB における 






























































は，下記の図表 8-7で示すような現物決済される株式オプションの設例 8-121を前提にする。 
  
                                                        





図表 8-7 設例 8-1：自社株式を対象とした株式オプション（現物決済） 




510 円で 1,000 株購入する
ことができるコールオプ
ションを 8 単位，1 単位当
たり 4.5 万円で発行した。 
コールオプションの時価











570 円で 1,000 株売却する
ことができるプットオプ











り 1 万円であった。 


















図表 8-8 日本会計基準における株式オプションの貸方区分 
 純 額 現 金 決 済 純 額 株 式 決 済 現 物 決 済 
プットオプション 負 債 
株主資本以外の 
純 資 産 
負 債 
コールオプション 負 債 
株主資本以外の 
純 資 産 
株主資本以外の 
































（借） 現 金 36 （貸） 




























新 株 予 約 権 
―純資産― 




































図表 8-10 米国会計基準における株式オプションの貸方区分 
 純額現金決済 純額株式決済 現 物 決 済 
プットオプション 負 債 負 債 負 債 










例 8-1にもとづいて仕訳を示すと，下記の図表 8-11のようになる26。 
  
                                                        
26 ここでの現物決済コールオプションに関する会計処理は，2004 年に FASB によって公表され
た，ストックオプションの会計処理を定める SFAS 123 の改訂版を参考にしている。SFAS 123
改訂版の規定内容は，主に ASC Topic 718 に引き継がれている。また，EITF 00–19 の規定内容
を引き継ぐ ASC Topic 815 も参考にしている。 
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式であっても「fixed for fixed condition」を満たさないものであれば，当該株式オプション








図表 8-12 国際会計基準における株式オプションの貸方区分 
 純額現金決済 純額株式決済 現 物 決 済 
プットオプション 負 債 負 債 資 本 

















先に示したプットオプションの設例 8-1において，株式償還金額の現在価値を 660 万円（プ
ットされる株式数 12,000×権利行使価格の現在価値 550 円）とした場合，その会計処理は
下記の図表 8-13のようになる28。 






である（IAS 32 para. BC12）。つまり，現物決済プットオプションについては，先渡契約のよ
うな会計処理が定められている。 
28 ここでの会計処理は，IAS 32（para. IE30）および Ernst＆Young（2009, p. 2319）を参考にし
ている。権利行使の際に引き渡される償還金額 684 万円とオプション発行時点における当該償
還金額の現在価値 660 万円の差額である 24 万円は償却原価法（定額法）により利子費用とし
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（借） 利 子 費 用 12 （貸） 





（借） 利 子 費 用 12 （貸） 

























                                                                                                                                                                  
て配分している。 







（IAS32 para. 23）。 
（単位：万円） 
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時  価 
当初現金受入額 
時  価 



































図表 8-15 現行の会計基準における株式オプションの会計処理 
 日本会計基準 米国会計基準 国際会計基準 
コール 
オプション 
現 物 決 済 





（ E -②） 
― 
資 本 
（ E -②） 
― 
純額株式決済 






























（ E -②） 
― 
純額株式決済 































































                                                        
32 上記で示したコールオプションの設例にもとづけば次のような説明が可能である。すなわち，
現物決済にあたって，コールオプションの簿価と権利行使価格の合計額 333 万円だけ普通株式
が増加することになるが，この場合，普通株式は第 1 年度期末時点の株価 560 円で発行された
ものとして処理されておらず，（プレミアム 27 万円のうち本源的価値 24 万円（1 株当たり本
源的価値 40 円×6,000 株）を上回る部分に相当する 3 万円を無視すれば）第 0 年度期首におけ
るコールオプション発行時点の株価 550 円で発行されたものとして処理されているとみなす
ことができる。つまり，現物決済された時点の普通株式（6,000 株）の増加額 333 万円のうち，
発行当初の本源的価値を上回る 3 万円を除いた 330 万円は，コールオプション発行時点におけ

























































































































































                                                        
35 この他の理由として，当該決済差額は新旧株主間の富の移転に相当し，それは株主資本内の























国際会計基準において，現金で決済される株式オプションや，「fixed for fixed condition」
を満たさないような自社株式で決済される株式オプションは，負債区分に含められ，当初
測定以後，時価による評価替えが行われる。そして当該評価差額は，損益に算入される。







                                                        
36 本節冒頭で示した設例にもとづけば，現物決済コールオプションが決済（8 単位が権利行使）
されて普通株式が計上される際に，その決済差額 3 万円（第 1 年度期末に権利行使されたコー
ルオプションの時価 30 万円と当該株式オプションのプレミアム 27 万円との差額）が，株式オ
プション保有者と株主との間で生じる持分譲渡（たとえば留保利益の減少）として処理される





















第 5節 おわりに 
本章第 2 節では，現行の企業会計における貸方区分として，ASBJ における貸方区分，














第 2 に，このような 3 つの現行区分にもとづいて，それぞれで想定される利益帰属者の
範囲を推定した結果，ASBJ における貸方区分のもとでは，株主の立場に限定して利益計




















































                                                        


















欧州財務報告諮問グループ（European Financial Reporting Advisory Group, EFRAG）は，
2008 年 1 月に，国際的な企業会計の議論または IASB における会計基準の設定に対して，
欧州の意見を積極的に発信しようとする先導的な試み，いわゆる「欧州における先導的な
会計活動」（Pro-Active Accounting Activities in Europe, PAAinE）40をつうじて，討議資料『負
債と資本の区分』（以下，EFRAG 討議資料（2008））を公表した。 


















されている（EFRAG 2008, para. 3.20）41。 
                                                        























る。ここでの EFRAG 討議資料（2014）における議論は，IASB による既存の負債と資本の
定義を前提に進めるものであり，この前提のもと，第 3 の構成要素を設けることで展開さ
れるいくつかの構想を提案している（EFRAG 2014, paras. 171 and 172）。 
                                                        



















EFRAG 討議資料（2014）における提案の 1 つに，企業価値に積極的に参加連動する，
経済的資源の移転が伴う義務を，既存の負債項目とは区別したうえで，資本項目とまとめ




益計算書に計上されることになる（EFRAG 2014, para. 177）。一方，参加義務と資本の変動







分を負債区分と同様に扱う構想を提示している（EFRAG 2014, paras. 181–188）。この考え
方の背景には資本請求権の移転発行義務がトレーディング，投資または投機の活動から生
じる可能性があることが指摘され，とくにこれらの取引の決済のために資本金融商品






























う 2 つの点があげられている（IASB 2018b, paras. 2.1 and 2.17）。また，資本の定義として
は，資産から上記のような要件を満たす負債を差し引いた残余があげられている。 
IASB 討議資料（2018b）は，負債と資本の貸方 2 区分のもとで，負債と資本の要件を改
めて提示している。しかし，その説明においては，既存の IASB 概念フレームワークと IAS 
32 の規定内容に大きな変更を加えるものではないということが強調されている。とくに新
たなアプローチのもとでの負債と資本の分類の結果は，既存の IAS 32 における分類の結果
と大きく異なることはないということが説明されている。自社株式で決済されるような株
式オプションについての会計処理も「fixed for fixed condition」を満たすものが資本に分類
されていたことと同様に，義務の金額が企業の経済的資源から独立していない（依存して
いる）株式オプションは，資本に分類されることが説明されている（IASB 2018b, paras. 4.39–




られる。現行の IAS 32 では，「fixed for fixed condition」を満たさないので，負債に分類さ
れるが，IASB 討議資料（2018b）で提案された新たなアプローチによれば，当該コールオ
プションの金額は，企業の経済的資源たとえば自社株式の価格に依存しているので，資本




 ここでは，米国の FASB や欧州の EFRAG，さらには IASB によって提示されてきた負債
と資本の概念形成にかかわる取組みや，とくに株式オプションの会計処理についての動向
を確認した。負債と資本の定義に関する論争は，どのような要件をもって概念を形成させ
るかという基礎的な論点を扱うものであり，この補論で取り上げた FASB や IASB の公表
物では，いずれも情報利用者の視点にもとづいた対象企業の評価という観点から，負債と
資本の定義づけを試みようとするものであった。 




よりも，現行の IAS 32 を基礎にした，より発展的な修正を試みる提案がなされていた。具
体的には，既存の IAS 32 による負債と資本の概念を基礎にして，第 3 の構成要素を設ける
ようなアプローチが提案されていた。このような考え方は，日本の概念フレームワークで
ある ASBJ 討議資料（2006a）における純資産区分（非株主資本）の考え方に近い性質を有
しているといえる。さらに，IASB 討議資料（2018b）では，現行の IAS 32 に若干の変更を













                                                        
















第 9章 貸方区分モデルの選択 
 















区分モデルを選択する議論を展開する。第 5 節では，本章の議論を総括する。  
 























は，市場の効率性を前提にして利益と株価との関係を調査した Ball and Brown（1968）や，
公表利益の情報により獲得できるリターンを調査して利益情報の情報内容を主張した








にもとづいて，会計情報の有用性を説明することをねらいとしている（桜井 2013, pp. 44–
45）2。 
Ball and Brown（1968）による研究は，のちに利益反応係数や，会計情報の価値関連性に
関する研究へと展開していったとされる（首藤 2013, pp. 146–147；大日方 2013a, pp. 154–







                                                        
2 日本における会計情報の投資家行動への影響に関する研究は，1970 年代の中頃から行われる
ようになり（石塚 2006, pp. 2–3），その代表的な研究は，石塚博司編（2006）『実証会計学』に
収録されている。なお，薄井（2015）では，Ball and Brown（1968）のイベントスタディの枠
組みのもと，会計利益の情報内容について，日本では調査対象とされてこなかった 1970 年以












定した企業価値評価に関する会計研究へと展開された（桜井 2013, p. 52；首藤 2013, pp. 







                                                        
3 これらの要因に着目した利益反応係数に関する先行研究としては，Collins and Kothari（1989），
Dhaliwal, Lee and Fargher（1991），Kormendi and Lipe（1987），Easton and Zmijewski（1989）な
どがあげられる。 
4 企業価値評価モデルを前提にしない会計情報と株価との関係を検証する研究は，しばしば
association study と呼称されている（大日方 2013b, p. 116）。 
5 つまり，Ball and Brown（1968）以降にみる会計情報の株価へのインパクトに過度の焦点を当
てていた研究から，ファンダメンタルの変数としての資本や利益の会計情報と株価との基礎理
論にもとづいて両者の関係を直接的に問うような研究へと展開がみられた（Penman 1992）。こ











































































13 資本コストの推定には，資本資産価格形成モデル（CAPM）や Fama and French（1992；1993）














































































                                                        
19 なお，FASB 概念書第 1 号（1978）の内容は，2010 年に公表された概念書第 8 号（2010）さ
らには，2018 年に公表された概念書第 8 号の改訂版におおむね引き継がれている。 
20 FASB 概念書第 8 号改訂版（2018）および IASB 概念フレームワーク『財務報告の目的』改
訂版（2018a）では，財務報告の主たる利用者として「existing and potential investors, lenders and 
other creditors」があげられており，共通の表記がなされている（FASB 2018, para. OB 2; IASB 





企業価値の推定が明示されている（第 1 章 財務報告の目的, 1–3 項, 16 項）。FASB および
IASB の概念フレームワークと異なって，企業価値評価による証券の価値の推定という点




































































































































26 超過利益モデル（残余利益モデル）は，Edwards and Bell（1961, chap. 2）でも取り上げられ















































































































































                                                        














































































































































































                                                        






































































































                                                        





















































図表 9-1 主たる情報利用者の価値推定のニーズを満たす貸方区分モデルの特徴 
 
想定される主たる情報利用者 
普 通 株 主 株 主 
株主・コールオプ









貸方区分モデル 残余資本モデル 所有資本モデル 
積 極 参 加 資 本 
モ デ ル 
参加資本モデル 財務資本モデル 
利 益 計 算 上 
























































































（ 株 式 の 価 値 ） 
積 極 参 加 

















































































































                                                        




























































































                                                                                                                                                                  
参考にしている。 





営 業 資 産   20,000 
営 業 負 債    7,000 







 建    物   3,000 
 土    地   2,000 
 投資有価証券   1,000 
 関係会社株式   1,000 
 
（財務活動）  
借 入 金    4,000 





株式オプション    500 
優 先 株 式   1,500 
普 通 株 式   7,000 
留 保 利 益   2,000 
 
フロー情報 
（損  益） 
 
事 業 収 益    3,000 
事 業 費 用    1,300 


































                                                        
55 企業活動を営業，投資，および財務の 3 つの活動に区分する考え方や，事業と財務の 2 つの
活動に区分する考え方については，IASB（2008c；2010c）や川村（2011；2014）を参考にし
 貸 借 対 照 表 （単位：百万円） 
営 業 資 産  20,000 借 入 金  4,000 
営 業 負 債  △7,000 社  債  5,000 
営 業 純 資 産  13,000 非 参 加 資 本  9,000 
      
建 物  3,000 株式オプション  500 
土 地  2,000 優 先 株 式  1,500 
投資有価証券  1,000 普 通 株 式  7,000 
関係会社株式  1,000 留 保 利 益  2,000 
投 資 資 産  7,000 参 加 資 本  11,000 
 
事 業 純 資 産  20,000 
 
財 務 資 本  20,000 
 
 損 益 計 算 書 （単位：百万円） 
事業活動の利益   
事 業 収 益  3,000 
事 業 費 用  △1,300 
事 業 利 益  1,700 
（財務資本帰属利益） 
  
   
事業利益の帰属：   
債 権 者  200 
（非参加資本帰属利益）   
   
株 主 お よ び 
オプション保有者  1,500 
（参加資本帰属利益）   
  1,700 
 
図表 9-2 財務資本と参加資本の混合モデルにもとづく貸借対照表と損益計算書 
276 
借 入 金 XXX 
社  債 XXX 
非参加資本 XXX 
 
株 式 Ｏ Ｐ XXX 
優 先 株 式 XXX 
普 通 株 式 XXX 
参 加 資 本 XXX 
 
財 務 資 本 XXX 
 
事業活動の利益： 
事 業 収 益  XXX 
事 業 費 用 △XXX 




債 権 者  XXX 
（非参加資本帰属利益） 
株主および 














営 業 資 産 XXX 
営 業 負 債△XXX 
営業純資産 XXX 
 
――――  XXX 
――――  XXX 
――――  XXX 
投 資 資 産 XXX 
 
事業純資産 XXX 
貸 借 対 照 表 














































































































































































                                                        
61 分配規制のもとでの資産および負債の評価差額の取扱いに関する問題意識については，さし






















































































第 10章 資本と利益に関する追加的な情報の提供 
 
























































たとえば，2003 年に公表された米国会計基準 SFAS 150（現在は，ASC 850 に引き継が
れている）と，同年に修正された国際会計基準 IAS 32 では，自社株式を引き渡すことで決
済される義務のうち，その一部を負債項目として扱う会計処理が定められた。また，その
ような義務が負債項目として扱われる場合，その評価差額を損益に算入させる会計処理も

















さらに IASB では，2000 年代後半における FASB との「資本の特徴を有する金融商品」
に関する共同プロジェクトが終了したあとも，「資本の特徴を有する金融商品」プロジェク
トが単独で再開されており，2018 年 6 月には IASB 討議資料『資本の特徴を有する金融商
品』が公表されている。そこでは，IAS 32 における，発行金融商品についての既存の資本
分類要件の 1 つとみられる「fixed for fixed condition」に代わるような判断基準が検討の対
象としてあげられており，そのような判断基準を発行金融商品の分類における原則的な考
え方として位置づけるような提案がなされている。「fixed for fixed condition」は，株式決済
される義務項目のうち，固定された対価と固定数の自社株式を交換するものを資本区分に
分類するというものであり，これを満たさない株式決済される義務項目は負債区分に分類
される。IASB 討議資料（2018b）は，「fixed for fixed condition」に代わるような判断基準と
して「amount feature」という要件を提示している。これは，決済される対象としての義務
の金額が企業の利用可能な経済的資源「avaiable economic resources」から独立しているとい
うことをもって当該項目を負債区分に分類しようとするものである。「fixed for fixed 
condition」や「amount feature」に関する議論は，株式決済される義務項目を貸方区分でど
のように分類するかという課題を扱うものである。これも，株式決済されるオプションに
ついての潜在的な情報ニーズをふまえた対応の 1 つとみることができる2。 
                                                        































                                                                                                                                                                  
「avaiable economic resources」に依存しているため資本項目として会計処理されることが説明





株価が開示の対象とされ（IFRS 2, para. 47），米国会計基準では，決済差額に相当する行使さ
れたストックオプションの本源的価値が開示の対象とされている（ASC para. 718–10–50–2–d–
2）。 























                                                        































ということと，利益帰属者の範囲の相違という 2 つの観点から想定できる 4 つの利益を示
している。  
…  … 
経常利益  XXXX 
特別利益   
新株予約権戻入益  XXXX 
…  … 
当期純利益  XXXX 
…   
その他の包括利益：  … 
…   
その他の包括利益合計  XXXX 
包括利益  XXXX 
 


















































































































































































































キャッシュフロー・ヘッジ  20 



















済され，決済差額 50 が生じた。 
・会計期間における対象株価の上昇時にコールオプション（現金決済予定）が現金で純額決
済され，決済差額 100 が生じた。 
・会計期間における対象株価の上昇時に「fixed for fixed condition」を満たすコールオプショ
ン（株式決済予定）が現物決済され，決済差額 100 が生じ，普通株式 1,000 が発行された。 
・優先株式には償還に関する規定が定められておらず資本項目として扱われている。その一































































































































*1「fixed for fixed condition」を満たすオプションの保有者 
*2 期末資産から期末負債を差し引いた差額を意味する。 
*3「fixed for fixed condition」を満たす株式決済されるコールオプションを想定している。 
※網掛け部分は，財務諸表上で表示される会計情報 














も表示される。次に，「fixed for fixed condition」を満たす株式決済されるオプションに関す















                                                        






















































設例 10-2のもとで日本会計基準をベースにした帰属利益計算書（その 1）は，図表 10-4
のようになる。 
  










※期首純資産と期首株主資本の差 100は，新株予約権 100である。 
※期末純資産と期末株主資本の差 380 は，新株予約権 100 とその








繰延ヘッジ損益       20 


















済され，決済差額 50 が生じた。 
・会計期間における対象株価の上昇時にコールオプション（現金決済予定）が現金で純額決




























































（現金決済分）△100   
  





































      
 















△20   
  
 




















接取引を調整した期首純資産 16,270（＝期首純資産 16,390－配当 50－優先株式 70）を期末











次に，上記の設例 10-2における新株予約権 100 が権利不行使となって新株予約権戻入益















































※期首純資産と期首株主資本の差 100は，新株予約権 100である。 









繰延ヘッジ損益       20 



















済され，決済差額 50 が生じた。 
・会計期間における対象株価の上昇時にコールオプション（現金決済予定）が現金で純額決
済され，決済差額 100 が生じた。 
・現物決済されるコールオプション（株式決済予定）としての新株予約権 100 については，
権利不行使により失効し，新株予約権戻入益 100 が生じた。 
・優先株式には償還に関する規定が定められておらず資本項目として扱われている。その一
























































（現金決済分）△100   
  








































新株予約権戻入益*2 100  100 
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との直接取引を調整した期首純資産 16,270（＝期首純資産 16,390－配当 50－優先株式減少分
70－新株予約権取崩額 100＋新株予約権者から株主への持分譲渡：利益剰余金 100）を期末純
資産 19,200 から差し引いた金額 2,930 が本来の包括利益として計算されると思われる。しかし


















































設例 10-4 財務資本と参加資本の混合モデルにもとづく帰属利益計算書 （単位：百万円） 
ストック情報  
財務資本：  期首 26,540   期末 30,000 
参加資本：  期首 16,540   期末 19,720 
（参加純資産：期首 16,540   期末 20,000） 
積極参加資本：期首 16,490   期末 19,720 
所有資本：  期首 16,290   期末 19,720 











内訳は，社債 10,000，優先株式 430，普通株式 10,800，留保利








繰延ヘッジ損益       20 



















済され，決済差額 50 が生じた。 
・会計期間における対象株価の上昇時にコールオプション（現金決済予定）が現金で純額決
済され，決済差額 100 が生じた。 
・会計期間における対象株価の上昇時にコールオプション（株式決済予定）が現物決済され，
決済差額 100 が生じ，普通株式 1,000 が発行された。 
・優先株式には償還に関する規定が定められておらず資本項目として扱われている。その一
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普 通 株 式 
優 先 株 式 















合  計 20,000 
 
図表 10-7 所有資本モデルのもとでの分配可能額計算書 







優先株式の払込価額  3,500 
（資本金および資本準備金相当額：3,500） 


















































































第 1節 研究の総括 

























































































































3 「第Ⅲ部 貸借対照表の貸方区分モデル」の総括 
第Ⅲ部では，本研究の目的を扱う議論を展開した。第 1 の目的となる貸方区分モデルの
抽出については第 6 章で扱い，第 2 の目的となる貸方区分モデルの選択に関する議論につ
いては第 9 章で扱った。さらに，第 3 の目的となる資本と利益に関する追加的な情報の提
















































































第 2 に，このような 3 つの現行区分にもとづいて，それぞれで想定される利益帰属者の
範囲を推定した結果，ASBJ における貸方区分のもとでは，株主の立場に限定して利益計


















































































































































































1 第 1の目的「貸方区分モデルの抽出」に照らした結論の整理とインプリケーション 
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